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航空法における外国人の保有する航空運送事業者の
株式の名簿書換の優先順位（基本的な考え方）

外国人株主について、前期保有分と通知における保有分のいずれか少ない方につい
て書換え（当期に新規取得した者あるいは追加取得した分についてはこの時点では
書換が保障されない。） 【航空法施行規則第２６２条の３第１号前段】

上限に達しない場合上限に達しない場合

上限に達する場合上限に達する場合

単元株式数に応じて按分（上限まで１単元株以上
の残余が生じた場合は、１単元株単位の抽選。）
【航空法施行規則第２６２条の３第１号後段】

書換が行われなかったもの（当期の新規・追加取得分）について単元株式数に応じて
按分（上限まで１単元株以上の残余が生じた場合は、１単元株単位の抽選。）
【航空法施行規則第２６２条の３第２号】



外国人株主の株主名簿の記載方法について【本則部分】

甲～丙：日本人、A～Ｄ：外国人

※総株式数１２０、外資規制上限４０

【Ｘ年９月３０日の総
株主通知によって確
定した株主名簿】

【Ｘ＋１年３月３１日の
総株主通知】

【Ｘ＋１年３月３１日
の総株主通知を受
けた、株主名簿の書
換え方法】
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① 日本人については、通知された株式をそのまま記載

② 外国人等が有する株式については、前期（Ⅰ）株主名簿と今期（Ⅱ）通知分を比較し、少ない方（記載・記録優先株
式）を株主名簿に記載する（Ａ １５、Ｂ ５、Ｃ ５、Ｄ ０）。この場合において、全ての記載・記録優先株式を書換えた場合に
外資規制上限を超える場合は、記載・記録優先株式の数に応じて按分し、１株以上の残余がある場合には１株単位の
抽選とする。
③ ②を経てもなお外資規制上限に達しない場合は、②において書換がなされなかったもの（Ｃ ５、Ｄ ５）について、外資
規制上限を超えない範囲で、その数（Ｃ5、Ｄ5）に応じて按分し、１株以上の残余がある場合には、１株単位の抽選とする。

Ⅲにおける
手続



移行期における外国人株主の株主名簿の記載方法について【附則部分】

甲～丙：日本人、A～D：外国人
※総株式数１２０、外資規制上限４０

甲 ４０ 乙 ３０ 丙１５ Ａ ２０ Ｂ
10

Ｃ
5

【H２０年９月３０日時
点の実際の保有状況】

甲 ４０ 乙 ３０ 丙１５
【H２０年９月３０日時
点の実質株主名簿】

Ａ ２０
Ｂ Ｃ

510保管振替機構 ８５
【H２０年９月３０日
時点の株主名簿】

Ⅰ

※ⅠとⅡの間に保管振替機構に預託があった場合でも、株主名簿は書換えない。（実務上の措置）

Ⅱ
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【Ｈ２１年１月４日の実
質株主の通知】
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【Ｈ２１年１月４日の
総株主通知を受け
た、株主名簿の書換
え方法】
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① 日本人については、通知された株式をそのまま記載

② 外国人等が有する株式については、H20.9.30時点の株式名簿に記載されている内容（実質株主通知に外国人が含
まれている場合はその内容）とH21.1.4の通知とを比較し、少ない方（記載・記録優先株式）を株主名簿に記載する（Ａ １
５、Ｂ ５、Ｃ ５、Ｄ ０）。この場合において、全ての記載・記録優先株式を書換えた場合に外資規制上限を超える場合は、
記載・記録優先株式の数に応じて按分し、１株以上の残余がある場合には１株単位の抽選とする。

Ⅲにおける
手続

③ ②を経てもなお外資規制上限に達しない場合は、②において書換がなされなかったもの（Ｃ ５、Ｄ ５）について、外資
規制上限を超えない範囲で、その数（Ｃ5、Ｄ5）に応じて按分し、１株以上の残余がある場合には、１株単位の抽選とする。


